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１．背景と目的 

 2016 年 10 月，日本経済再生本部が『日本再興戦略 2016－第 4 次産業革命に向けて－』

において，スポーツの成長産業化を「官民プロジェクト 10」に位置づけて以降，全国各地

で大規模スポーツ施設の建設・建替計画が増加している．スポーツ庁 「スタジアム・アリ

ーナ改革の推進スタジアム・アリーナの新設・建替構想と先進事例形成の現状」によれば，

2020 年 8 月 31 日時点での全国各地におけるスタジアム・アリーナ新設・建替構想はスタ

ジアム 52 件，アリーナ 43 件である． 

これらのスタジアム・アリーナ整備事業については，各地域の首長選において，地域経

済活性化の起爆剤として新設計画を公約に掲げる候補も少なくない．また，候補者の多く

が，民間資金の活用，PPP/PFI等の公民連携，スタジアムの複合施設化等を標榜し，スタ

ジアム・アリーナ整備事業は従来のいわゆる「箱物事業」とは異なることを強調している．

しかし，スタジアム・アリーナ新設後に，ホームゲーム観客動員数や地域内における経済

波及効果が事前の推計を大幅に下回るケースも少なくない．また，運営段階において，維

持管理費が事前の予測額を大幅に上回り，追加的な支出が必要となる事例も数多く見受け

られる． 

こうした国内の現状に対し，海外では，スタジアム・アリーナの整備が地域経済に与え

る影響に関して数多くの実証研究が存在する．特に，スタジアム・アリーナの新設が地域

経済に与える影響に関しては，MLB，NBA，NFL，および，NHL の 4 大プロスポーツが存

在するアメリカのデータを使った実証研究が多く，これらの実証研究では，ほぼすべての

文献がスタジアム・アリーナの整備は地域所得に正の効果を与えないだけでなく

（Feddersen et al. (2009)，Richardson (2016) 等），それ以外にも，雇用，賃金，および，税

収にも正の効果をもたらさないことを明らかにしている． 

 そこで，本報告では，2002 FIFA日韓ワールドカップ時のデータを用いて実証分析を行ってエビ

デンスを構築し，その後，スタジアム・アリーナの整備のあり方に関する政策提言を行うことを目的

とする． 
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２．分析方法 

2006 FIFA ドイツワールドカップ時の実証分析を行った Feddersen et al. (2009) と同様に，2002 

FIFA日韓ワールドカップ時の 2001年または 2002年に開業した 9つのスタジアムが存在する市を

処置群，9つの地域と同程度の32の政令指定都市途と中核市を比較群として，41市×6年＝246

のパネル・データを用いて差分の差分析を行う．そして，処置群と比較群の間で，地域住民 1 人

あたりの所得に関して統計的に有意な差が発生するか否かを検討する． 

 

３．結果 

 現時点で，以下の分析結果を得ている． 

説明変数；一人当たり所得（対数）  

Pt（処置群の処置後を 1， そのほかを 0 としたダミー変数）       0.018 (-0.007)  

Trend（年を経るごとに 1ずつ増えるトレンド変数）              -0.007** (0.003)                                 

Tt（処置群を 1，比較群を 0 としたダミー変数）                0.040** (0.017)                                 

Ptt（pt と trend の交差項）                    -0.008  (0.015)                

Seireisi（政令市を 1，それ以外を 0 とするダミー変数）   0.081*** (0.011) 

Constant（定数項）                          15.087*** (0.013)  

R2（決定係数）                                           0.216 

adj.R2（調整済み決定係数）                           0.200 

※ p<0.01***, p<0.05**,p<0.1*  

 

４．考察 

現時点での分析結果に基づけば，Feddersen et al. (2009) やニュージーランドのデータを用い

た Richardson (2016) と同様に，日本でも，2002 FIFA日韓ワールドカップ時のスタジアム整備は，

地域住民 1人あたりの所得に関して統計的に有意な差を与えなかったことになる．したがって，本

研究で得られたエビデンスは，今後のスタジアム整備のあり方に関して，地域1人当たり所得への

影響のみを考慮する場合，公設公営以外の改修や民説民営等の手法を用いる必要があることを

示唆している． 
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